



































































































































































































































































































































































































































































取調べの録音・録画記録の取扱いについて」刑弁 89 号 （2017年）136頁、石
側亮太「映像は 真実を映し出せるか？シンポジウム 『取調べの可視化と裁判























































































































































































































































































































































































































































































































フォーラム ３巻１号 （2014年） 161－162頁、同「裁判員裁判と取調べ録音・録
画－「撮ること」の重要性と「見ること」の危険性」法セ750号（2017年）44
－45 頁、石田倫識「録音・録画記録媒体を実質証拠として用いることの許否
とその条件」法セ750号（2017年） 30 頁、中川・前掲注79・166－167 頁、小坂
井久「平成30年・可視化時代に至る経緯と展望―取調べ可視化論の各段階に
ついて」酒巻匡ほか編『井上正仁先生古稀祝賀論文集』（有斐閣、2019年）
334－335頁、同「取調べ可視化条項・刑訴法301条の２をめぐって」川崎英明
ほか編『刑事弁護の原理と実践【美奈川成章先生・上田國廣先生古稀祝賀記
念論文集】』（現代人文社、2016年）373－375頁、川崎・前掲注３・112頁、指宿・
前掲注30・116－117頁等参照。また、中里智美「裁判官から見た新たな刑事
司法制度」法支184号（2017年）59－60頁、菅野・前掲注32・65頁も参照。
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直観的主観的判断の危険性が起こり得る。裁判員だけでなく裁判官も、
この危険性から無縁ではいられまい。わが国の被疑者取調べの記録媒体
が被疑者フォーカス（フォーカスの対象を被疑者とし、おおむね取調官
の背後から被疑者を撮影する方法。心理学的に被疑者に不利な方向で心
証が形成されやすい）になっていれば、直観的主観的判断の危険性が、
カメラ・パースペクティブ・バイアス（映像固有の視聴者に対する強烈
なインパクトと、撮影時のカメラアングルが視聴者の心証形成にバイア
ス〔偏向〕を発生させること。以下、「CPB」という。）と相俟って誤っ
た心証形成の危険性を起こしかねない。
　しかも、録音・録画の対象は、「逮捕または勾留されている被疑者の
取調べ」（刑訴法301条の２第１項第４項）に限られるのであって、任意
出頭など身柄を拘束せずに行われる任意取調べは、録音・録画の対象で
はない。録音・録画が行われる前に捜査機関と被疑者との間にどのよう
なやり取りがあったのか、自白に至る経過および自白の瞬間（転換点）
がわからず、記録媒体で再生された自白が真実その被疑者が供述したも
のであるかがわからず、背後に捜査機関の強い意向が働いているかも
しれない（検察官が証拠調べ請求する段階では編集もされているであろ
う）。これでは、記録媒体が「形を変えた自白調書」になり、従来の「調
書裁判」が「ビデオ裁判 」「新たな調書裁判」になるだけのことになっ
てしまう。
　この上に公判手続で直接主義の原則からの逸脱があれば、直観的主観
――――――――――
　山田直子「取調べ制度の改革・適正化のために―国際的視点から」法セ750
号（2017年）33－34頁、指宿・前掲注30・116頁参照。
　山田・前掲注91・34頁参照。
　坂根真也「取調べの可視化が弁護活動にもたらすもの」法セ750号（2017年）
25頁、白取祐司「取調べの可視化と刑事司法制度―何のための刑訴法改正だっ
たのか」同17頁、稲田隆司「取調べ可視化論の過去と現在」同20－21頁参照。
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的判断の危険性と誤った心証形成の危険性はなおのこと高まろう。すな
わち、裁判体の面前で被疑者取調べの記録媒体が再生されるだけならば、
公判と捜査の分離と裁判体の中立的な判断という直接主義の原則の重要
な要素が損なわれ、ひいては正確な事実認定の確保もままならないこと
になる。取調べにおける被疑者の供述のすべてが直ちに証拠化される事
態となり、被疑者取調べの「準公判化」を招くことになる。このことは、
生来的に糾問的な性格を持つ捜査段階の被疑者取調べを、公開の対審構
造が保障された公判廷における被告人質問を同視することを意味するが、
そのようなことは理論的に不可能である。たとえ公判手続において記録
媒体を再生した後で被告人に弁解の機会と反証の機会を与えることによ
り、直接主義の原則を維持する形式を備えたとしても、被疑者フォーカ
スの記録媒体が映像と音声により裁判体に強烈なインパクトを与えてし
まい、それにCPBがあるならば、もはやこれを回復することは不可能で
あろう。
六　結語
　被疑者取調べの記録媒体の実質証拠化と実質証拠利用の問題は、前述
のように、「自白調書等の証拠調べ請求をすることで、被告人側からそ
の自白調書等の内容は正確でない、ニュアンスが異なるなどの批判をさ
れて無用な争いを引き起こすぐらいなら、ライブ方式で取調べの状況を
ありのままに録音・録画した記録媒体の証拠調べ請求をして、自白調書
等を作成する時間と労力を省いた方がよいという［捜査機関の］発想」
から始まっている。それゆえ、逮捕または勾留された被疑者の取調べし
か録音・録画されない被疑者フォーカスの記録媒体が、公判手続で直接
――――――――――
　石田・前掲注90・29－30頁参照。
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主義の原則を逸脱したかたちで再生されれば、これを視聴した裁判体が、
被疑者の表情や態度などから自白の信用性を判断することになり、CPB
と相俟って直観的主観的判断の危険性と誤った心証形成の危険性が高ま
ろう。これら危険性が存在する限り、被疑者取調べの記録媒体の実質証
拠化と実質証拠利用は許されるべきではないであろう。
　刑訴法301条の２は、刑訴法322条１項によって証拠能力が認められる
自白調書等の「書面」の証拠取調べを請求した場合に、自白等の任意性
立証のための補助証拠として用いる場合しか規定しておらず、この危険
性に対応できていない。少なくとも、逮捕または勾留されている被疑者
の取調べだけでなく任意取調べの録音・録画を義務化すること、CPBを
防止すべく被疑者フォーカスをイコール・フォーカス（被疑者と取調官
の双方をフォーカスの対象として、かつ側面から等しい割合で撮影する
方法）に変更することにより被疑者取調べの公平性を保障することか
ら、立法的手当てを始めていくべきであろう。
――――――――――
　山田・前掲注91・34頁参照。
